
春日市商工会「経営支援情報便（国・県・春日市等事業者関連支援制度案内リーフレット）」 

令和６年１月２６日更新 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1 給付金【返済不要】要件を満たした場合 1回に限り支給 
№ 制度名・対象者 制度の概要 詳細確認（専用サイト等） 

現在、給付金制度はありません。 

 
2 助成金【返済不要】要件を満たした場合に支給 
№ 制度名・対象者 制度の概要 詳細確認（専用サイト等） 

2－① 

 

雇用調整助成金（国） 

休業、教育訓練や出向を通じて従業員の雇用

を維持したい事業者 

雇用調整助成金は、経済上の理由により、事

業活動の縮小を余儀なくされた事業主が、雇

用の維持を図るための休業、教育訓練、出向

に要した費用を助成する。 

※新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特

例適用期間…R2.4.1～R5.3.31 

福岡助成金センター 雇用助成第１係 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsui

te/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pag

eL07.html 

TEL ：０９２－４１１－４７０１ （内線 4967） 

2-② 

 

働き方改革推進支援助成金（労働時間短縮・

年休促進支援コース）（国） 

出向中に要する経費の一部、出向の成立に要

する措置を行った場合に助成 

 

※2023年度の交付申請期限等が延長されまし

た。 

・労務管理担当者や労働者に対する研修、就

業規則・労使協定等の作成・変更、人材確保

に向けた取組、労務管理用ソフトウェア・

機器等の導入などに対する助成 

・時間外労働の削減など成果目標の達成状況

に応じて最大 730万円まで助成 

・交付申請期限 Ｒ5.12.28 

・事業実施期間中（交付決定の日から令和

6.2.29（木）まで）に取組を実施する 

福岡助成金センター 雇用助成第１係 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsui

te/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pag

eL07.html 

TEL ：０９２－４１１－４７０１ （内線 4967） 

2-③ 

 

業務改善助成金（国） 

・中小企業・小規模事業者であること 

・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額

が 30円以内であること 

・解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がな

いこと 

・事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃

金）を 30円以上引き上げ、生産性向上に資

する設備投資等を行った場合に、その設備

投資等にかかった費用の一部を助成 

・引き上げ額、引き上げる労働者数に応じて

助成上限額・助成率は変動 

・申請期限 R6.1.31(必着) 

・事業完了期限 R6.2.28 

業務改善助成金コールセンター 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsui

te/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyon

ushi/shienjigyou/03.html 

TEL：０１２０－３６６－４４０ 

（平日 8：30～17：15） 

2-④ 

 

春日市運送事業者等支援金 

・令和 5年 1月 1日現在で春日市内に事業所

を有し、今後も事業継続の意思がある、運

送事業などを営む事業者 

・事業に要する車両で、市の定める条件を満

たすものに対して支給 

・支給額  

トラック運送事業・乗合バス事業・貸切バ

ス事業 1台につき 5万円 

タクシー事業・介護タクシー事業・自動車

運転代行業 1台につき 2万円 

・申請期限 R6.2.22（当日消印有効） 

春日市地域づくり課 商工農政担当 

https://www.city.kasuga.fukuoka.jp/shise

i/nyuusatsu/shoukoushien/1012593.html 

TEL：０９２－５８４－１１１１（代表） 

 
3 補助金【返済不要】申請後、審査があり採択（＝合格）した方に事後的に支給 
№ 制度名・対象者 制度の概要 詳細確認（専用サイト等） 

3－① 

 

小規模事業者持続化補助金【一般型】（国） 

販路開拓の取組みを行う小規模事業者（従業

員 20人以下（商業・サービス業 5人以下） 

・対象経費の 2/3（上限原則 50万円） 

・上限が 100万円、200万円の特別枠あり 

・計画書を作成・申請し、審査の上決定 

・第 15回公募 R6.3.14まで（商工会受付は

3.7まで） 

福岡県商工会連合会 小規模事業者持続化補

助金地方事務局 

https://shokokai.ne.jp/小規模事業者持続

化補助金事業/ 

TEL：０９２－６２４－８６５５ 

 

3－② 

 

ものづくり･商業･サービス生産性向上促進補

助金（国） 

革新的サービス開発・試作品開発・生産プロ

セスの改善を行うための設備投資を行う中小

企業・小規模事業者 

・通常枠：対象経費の 1/2または 2/3(上限 750

万円～1億円）、電子申請のみ 

・計画書を作成・申請し、審査の上決定 

・第 17次申請開始日 R6.2.13 

     申請締切日 R6.3.1 

 ※17次公募は省力化枠のみが対象 

ものづくり補助金事務局サポートセンター 

https://portal.monodukuri-hojo.jp/ 

TEL：０５０－８８８０－４０５３ 

 

 
 

本網は、春日市商工会の他、国・福岡県・春日市が事業者の皆様向けに提供する主な支援制度の概要をまと
めたものです。春日市の事業者の皆様、下記事項にもご留意の上、ぜひ経営の参考資料としてご利用下さい。 
※ 本紙は、春日市商工会ホームページにて随時更新いたします。（問い合わせ先等の URL は変更される場

合があります。） 
※ 制度の内容等は更新されることがありますので、ご利用の際は関連機関に直接お問合せ下さい。 
※ 本紙には商工会にお問合せの多い制度を中心に記載しており、制度全部を網羅したものではありません

ので、ご承知おき下さい。 
※ ＱＲコードが読み取りにくい場合は、上下のＱＲコードを隠して下さい。 

 



 

3 補助金【返済不要】申請後、審査があり採択（＝合格）した方に事後的に支給 

№ 制度名・対象者 制度の概要 詳細確認（専用サイト等） 
3－③ 

 

事業再構築補助金（国） 

①事業計画について認定経営革新等支援機関

や金融機関の確認を受けること 

②補助事業終了後 3～5 年で付加価値額の年

率平均 3～5％（申請枠により異なる）以上増

加、又は従業員一人当たり付加価値額の年率

平均 3～5％（申請枠により異なる）以上増加

の達成 

・成長枠（中小企業・従業員数 20人以下） 

①取組む事業が、過去～今後のいずれか 10

年間で、市場規模が 10％以上拡大する業

種・業態に属していること。 

②事業終了後 3～5 年で給与支給総額を年

率平均 2％以上増加させること。 

・対象経費の 1/2（100万円～2,000万円） 

・その他類型あり、電子申請のみ 

・第 12回の公募要領等については未発表 

事業再構築補助金事務局 コールセンター 

https://jigyou-saikouchiku.go.jp/ 

TEL：０５７０ － ０１２ － ０８８ 

3－④ 

 

事業承継・引継ぎ補助金（国） 

事業承継を契機として新しい取り組み等を行

う中小企業者等及び、事業再編・事業統合に

伴う経営資源の引継ぎを行う中小企業者等 

・対象経費の 2/3または 1/2 

・補助上限 

経営革新事業600万円(賃上げ要件 800万円) 

専門家活用事業 600万円 

廃業・再チャレンジ事業 150万円 

・第 8次申請締切 R6.2.16 

・原則、電子申請のみ 

事業承継・引継ぎ補助金事務局 

https://jsh.go.jp/ 

経営革新 

TEL：０５０－３０００－３５５０ 

専門家活用／廃業・再チャレンジ 

TEL：０５０－３０００－３５５１ 

3－⑤ 

 

技術系企業ＰＲ動画成支援補助金（県） 

福岡県内に本社又は主たる事務所に有する技

術系企業又は技術系企業の代表者で、自社Ｐ

Ｒの動画を作成する者。 

・ＰＲ動画を作成するために必要な経費の

1/2以内 

・補助上限 10万円 

・公募期間 最終締切：R6.1.31 17時必着 

福岡県商工部商工政策課 技術人材育成室 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/

r5technology-prdoga.html 

TEL：０９２－６４３－３４１５ 

※補助金利用時の注意点（現在、お問い合わせが非常に増えております） 

・補助金は、原則として設備投資や販売促進費用などかかった費用の一部を事後的に補助するものです。補助の対象となる経費は補助金
毎に異なります。また、事前に給付されるものではありません。 

・申請にはそれぞれの補助金制度で異なる申請書（事業計画書）をご自身で作成いただく必要があります。商工会において作成のサポー
トをさせていただくことができますが（一部補助金除く）、作成を代行することはできませんのでご注意下さい。 

・また、それぞれの補助金制度ごとに申請締切日が設けられています。申請書作成には一定の期間を要しますので、活用をご希望の場合
はお早めにご相談ください。締切日の直前にご相談いただいても、お受けできない場合がございますので、ご了承ください。 

※一般的な補助金制度利用の流れ 

 

・国が実施する補助金制度は、【電子申請のみ】または【書面又は電子申請】の２つのパターンがあります。 
・電子申請にあたっては、事前に【gビズ IDプライム】の取得が必要ですので、下記 URLより手続きを行って下さい。 

https://gbiz-id.go.jp/app/rep/reg/apply/show  （IDの取得までは２～３週間程度の期間が必要です。） 
 

4 融資制度【返済必要】 

№ 制度名・対象者 制度の概要 問合せ先 

4－① 

 

新型コロナウイルス感染症特別貸付（日本公庫） 

最近 1 ヵ月間の売上高または過去 6 ヵ月の平均売

上高が前 5 年のいずれかの年の同期と比較して

5％以上減少している方 

・融資限度額 8,000万円 

・返済期間 設備 20年以内、運転 20年以内 

※いずれも据置 5年以内 

・金利 1.2％～（条件により変動） 

※6,000万円までの場合､3年間は 0.7％～ 

日本政策金融公庫 

https://www.jfc.go.jp/n/finan

ce/saftynet/covid_19.html#yus

hi 

TEL：０１２０－１５４－５０５ 

 

4－② 

 

一般貸付（日本公庫） 

事業を営むほとんどの方 

・融資限度額 4,800万円 

（特定設備資金 7,200万円） 

・返済期間 設備 10 年以内（特定設備 20 年以

内）、運転 7年以内 

・金利 1.1％～（条件により変動） 

日本政策金融公庫 

https://www.jfc.go.jp/n/finan

ce/search/jiyusij_m.html 

TEL：０１２０－１５４－５０５ 

  

公募要領を熟読く ださい。

入金
申請書
作成

申請 審査
採択

（ 合格）
補助事業
実施

制度理解
交付
手続き

【 注意】
補助対象外経費が含まれていたり 補助事業期間外
に支出されているなどの場合、 減額又は支給され
ないことがあり ます。

実績報告
補助金
確定

交付
申請

不採択
（ 不合格） 補助金により 異なり ますが、 採択

（ 合格） 率は50%程度が一般的です。

https://gbiz-id.go.jp/app/rep/reg/apply/show


 

4 融資制度【返済必要】 

№ 制度名・対象者 制度の概要 問合せ先 
4－③ 

 

緊急経済対策資金（県） 

①セーフティネット保証認定者 

②知事指定災害の被災者 

③知事指定倒産等事業者の債権者 

④活性化協議会の２次支援を受けた者 

⑤原材料価格等の高騰等の影響で経営の安定に支

障が生じている者 

⑥危機関連保証認定者 

・融資限度額 1億円 (⑥は①～⑤、①～⑦、と

は別枠) 

・返済期間 10年以内 (据置 2年以内) 

・金利 1.4％、保証料率 0.25％～ 1.62％ 

福岡県（中小企業振興課） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/

contents/r5yuushiseidoannnai.ht

ml#4 

TEL：０９２－６４３－３４２４ 

4－③－㋑  経営改善支援型 

⑦認定経営革新等支援機関が策定を支援した経

営改善計画に従って経営改善に取組み、金融機

関に計画の実行と進捗を報告する者 

・融資限度額 5,000万円 (①～⑥、⑧～⑩とは

別枠) 

・返済期間 10年以内 (据置 5年以内) 

・金利 1.1％、保証料率 0.2％ 

 

4－③－㋺  物価高騰特別枠 

⑩次のいずれかに該当する者 

・利益率が前年同期比 15%以上減少 

・セーフティネット保証５号認定者（原油等仕

入価格要件に限る） 

・融資限度額 3,000万円（①～⑥と合わせて 1億

円）※設備資金なし 

・返済期間 10年以内（据置 5年以内） 

・金利 1.3％、保証料率 0％ 

 

4－④ 

 

経営改善借換資金（県） 

次のいずれかに該当し、経営行動計画書を策定した

者  

①セーフティネット保証４号認定者 

②セーフティネット保証５号認定者（売上高等減少率

15%以上に限る） 

③セーフティネット保証５号認定者（②該当者を除く） 

④売上高が前年同期比 5%以上減少 

⑤利益率が前年同期比 5%以上減少 

・融資限度額 1億円  

・返済期間 10年以内 (据置 5年以内) 

・金利 1.3％ 

・保証料率 ① 0％ 

② 0％ 

③ 0.2％ 

④・⑤  0.2％～1.15％ 

福岡県（中小企業振興課） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/

contents/r5yuushiseidoannnai.ht

ml#4 

TEL：０９２－６４３－３４２４ 

4－⑤ 

 

小規模事業者振興資金（県） 

従業員 20人（商業・サ－ビス業は 5人(注７)）以下

の小規模企業者 

・融資限度額 運転 5,000万円、設備 8,000万円

億円 (⑥は①～⑤、①～⑦、とは別枠) 

・返済期間 10年以内 (据置 2年以内) 

・金利 1.4％、保証料率 0.25％～ 1.62％ 

福岡県（中小企業振興課） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/

contents/r5yuushiseidoannnai.ht

ml#4 

TEL：０９２－６４３－３４２４ 

4－⑤－㋑  小口零細企業保証型 

・従業員 20人（商業・サ－ビス業は 5人）以下

の小規模企業者 

・保証協会の保証付き融資残高が 2,000 万円以

下の者 

・融資限度額 運転 5,000万円、設備 8,000万円

億円 (⑥は①～⑤、①～⑦、とは別枠) 

・返済期間 10年以内 (据置 2年以内) 

・金利 1.4％、保証料率 0.30％～ 1.75％ 

4－⑥ 

 

春日市中小企業事業資金融資 

春日市の中小企業者（個人:市内に住所または主た

る事業所を有していること 

法人:主たる事業所を有していること）で、保証協会

の保証対象となる業種であること、市税に滞納がな

いこと 

・融資限度額：1,000万円 

・返済期間：5 年以内（融資額 500 万円以上の場

合は 7年以内） 

・金利：1.4%、保証料率：0.3～1.75% 

・完済後に保証料の補助あり 

春日市商工会（サイトは市参照） 

https://www.city.kasuga.fukuoka

.jp/shisei/nyuusatsu/shoukoushi

en/1003974/1003975.html 

TEL：０９２－５８１－１４０７ 

 

5 販売促進、販路開拓、PR・広報 

№ 対象者 制度の概要 問合せ先 
5－① 

 

ふくおかうまかめし応援プロジェクト 

県内の飲食店 

※飲食業の許可のある事業者 

コロナウイルスの影響で困っている県内の飲食

店を応援したいと思う一般消費者が①直接（先

払い方式）、②間接的（ｸﾗｳﾄﾞﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ方式）に

飲食店を支援する 

・参加希望事業者は Webから事業者登録 

ふくおかうまかめし応援プロジェクト事務

局 

https://fukuoka.sakimeshi.com/ 

TEL：０９２－９８６－２８３４ 

5－④ 

 

かすが日和 

春日市商工会会員 

会員限定の合同広告チラシで、春日市内全域に配

布（43,000枚）。自社の PR・イベント情報・求人

等の広告掲載にご利用を。 

・年 4回発行、1回発行につき 76枠（先着順） 

・1枠 11,000円で 1度に 8枠まで掲載可能 

※今年度の募集は終了しております。次年度の詳

細につきましては、商工会からの案内をご確認下

さい。 

春日市商工会 

http://kasuga21.com/pdf/kasuga_biyori_20

2311.pdf 

※最新号をご覧いただけます 

 

TEL：０９２－５８１－１４０７ 

 

  



 

6 商工会の専門家相談（各分野の専門家による無料の個別相談） 

①中小企業診断士「経営相談窓口」 
 中小企業診断士による経営相談窓口を１カ月あたり延べ１０日間の日程で開設しています。 

 完全事前予約制・相談無料ですので、事前にお電話（581-1407）にて、ご予約下さい。 

 相談は、概ね１時間から１時間３０分程度です。 

≪相談例≫ 

 新事業展開を考えており、アイデア出しを手伝ってほしい。 

 当社の強みや、ビジネスチャンスの洗い出しを行い、事業計画作成に活かしたい。 

 補助金の申請書を作成したので、ブラッシュアップのためのアドバイスが欲しい。 

 補助金を活用したいが、どの制度が向いているか。など 

※なお、本相談窓口では、補助金・助成金申請書の作成代行依頼は一切受け付けておりませんので、ご注意下さい。 

②弁護士「よろず法律相談」 
 提携弁護士（春山法律事務所）による無料の法律相談会を実施しています。 

 原則として、毎月第 1水曜日午後 1時～ 場所は春日市商工会会議室です。 

 定員６名（先着順）で、相談時間は１名あたり約２０分～３０分です。 

 申し込みは常時受け付けていますので、お電話にてお申込み下さい。先着順のため、すでに定員に達している場合は、お受けできませんのでご了承

下さい。 

 一般の方もご相談可能です。ただし、お電話での申込みは受け付けておりませんので相談日当日に商工会窓口にお越し下さい。（午前 8時 30分より

受付開始） 

※なお、商工会員の皆様を対象に、お電話での法律相談も無料で実施しています。春日市商工会までご連絡下さい。 

③「デジタル化応援隊」の派遣 
 県連合会を通じてＩTに詳しい人材を派遣し、スマホやパソコン、インターネットなどの基礎的な操作や知識をお教えします。 

 スマホやメールの操作が分からない、ネットの販売サイトに登録したい、補助金申請のためのＩＤを取得したい、キャッシュレスの設定をしたいな

ど、“デジタル化”にお困りの方はぜひご利用下さい。 

※ 上記以外にも商工会の職員である経営指導員・経営支援員が随時相談をお受けいたします。 
※ 担当者不在や会議等により、ご迷惑をおかけする場合がありますので、ご相談の際はできるだけ事前のご連絡をお願いします。 
 

 

〒816-0825 福岡県春日市伯玄町 2丁目 24番地 

TEL:092-581-1407 FAX:092-575-0702 http://www.kasuga21.com 

 

商工会の名をかたった『詐欺』にご注意下さい 
  最近、商工会の名をかたった詐欺行為と思われる情報が寄せられていますので、お知らせいたします。 
  具体的には、「春日市商工会から業務委託された者」とかたり「持続化給付金や家賃支援給付金の申請はお済みですか」「申請手続
きの代行をしますので書類を送付して下さい」（勧誘はこの言葉に限りません）などの、電話勧誘を行うものです。 
  弊会はこのような勧誘とは一切関係がありません。また、給付金や補助金申請手続きにおいて弊会が第三者に業務委託することは
一切ありません。コロナ禍という緊急事態に乗じた悪質な詐欺行為ですので、くれぐれもご注意下さい。 
 また、このような勧誘を受けられた方は、相手の名前・電話番号を控え、春日警察署（生活安全課）（092-580-0110）へご相談下
さい。 

 
～～～ ここでご紹介しました制度の詳細やその他の精度については、以下のサイトからもご確認できます。 ～～～ 

 

経済産業省ミラサポ plus 

https://mirasapo-plus.go.jp/ 

 

九州経済産業局（中小企業支援） 

https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/chusho/index.html 

 

福岡労働局（各種助成金制度紹介） 
https://jsite.mhlw.go.jp/fukuoka-

roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/kakushu_joseikin/joseikinichiran_00013.html 

 

福岡県（中小企業） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/life/4/32/ 

 

春日市（商工支援） 

https://www.city.kasuga.fukuoka.jp/shisei/nyuusatsu/shoukoushien/index.html 
 

https://mirasapo-plus.go.jp/
https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/chusho/index.html
https://jsite.mhlw.go.jp/fukuoka-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/kakushu_joseikin/joseikinichiran_00013.html
https://jsite.mhlw.go.jp/fukuoka-roudoukyoku/hourei_seido_tetsuzuki/kakushu_joseikin/joseikinichiran_00013.html
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/life/4/32/
https://www.city.kasuga.fukuoka.jp/shisei/nyuusatsu/shoukoushien/index.html

